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要旨：既設 RC 橋脚の耐震補強は，躯体を RC や鋼板で巻き立てる工法が標準工法となっているが，躯体が地

中に埋まっている場合，掘削を行うための仮設工や橋脚周辺の支障物の撤去復旧等が必要となり，工事費・

工期の増大が懸念される。本研究では，壁式 RC 橋脚を対象とし，地中部を除いた部分の躯体の補強を行うこ

とで耐震性能を向上させることを目的とし，模擬試験体による正負交番載荷試験を実施した。補強によりせ

ん断耐力を増加させ，せん断破壊型から曲げ破壊型へ破壊形態を移行させることを検討した結果，基部から

1.0D程度以上を無補強とした場合，曲げ降伏後のせん断破壊形態となった。 
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1. はじめに 
1995 年の兵庫県南部地震以降，鉄道構造物では脆性的

な倒壊を防ぐため耐震補強を進めている。通常，鉄筋コ

ンクリート（以降，RC という。）橋脚の補強においては，

施工性や経済性の観点から，主に RC 巻き立て工法を用

いた耐震補強が行われている。また，補強の範囲は，橋

脚下端から天端までを巻き立てることが標準となってい

る。しかし，躯体が地中に埋まっている場合，掘削を行

うための仮設工や橋脚周辺の支障物の撤去復旧等が必要

となり，工事費・工期の増大が懸念される。 

既往の文献 1)では，せん断破壊先行型の RC ラーメン

高架橋の柱を対象として，塑性ヒンジが形成される箇所

のみを鋼板巻きによる部分補強をすることにより，破壊

形態が柱基部での破壊と無補強部での破壊の 2 種類に分

類され，無補強部の耐力比だけでは，破壊形態の決定は

できない結果が得られている。また，部材途中の補強を

省略する高架橋柱の補強を行った研究 2)では，鋼板巻き

補強により柱の基部 1.0D 区間において部分補強を行っ

た場合，柱部材の曲げ降伏後に，補強を省略した中間部

においてせん断破壊となることが確認されている。しか

し，橋脚のような長辺と短辺の比が大きい部材の基部を

無補強とした場合の研究はあまり例がない。 

そこで本研究では，補強を検討している既設の壁式RC

橋脚を対象とし，壁式橋脚の気中部分の躯体のみを補強

する（橋脚の基部を無補強とする）ことで橋軸直角方向

のせん断耐力を増加させ，せん断破壊先行型から曲げ破

壊先行型へ破壊形態を移行することができる補強方法を

検討することとした。具体的には，柱状試験体を用いた

正負交番載荷試験を実施し，補強効果の検証を行った。

RC 壁式橋脚の補強のイメージ図を図－１に示す。 
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図－１ RC 壁式橋脚の補強のイメージ図 

(mm×mm) (mm) (mm) (径×本数) (径-ピッチ) (mm) (mm)

無補強Ａ 250×1000 950 2375 2.5 D25×3 D6ctc300 - - - -

RC巻きＢ 250×1000 950 2375 2.5 D25×3 D6ctc300 RC巻き 700 1525 1.61

RC巻きＣ 250×1000 950 2375 2.5 D25×3 D6ctc300 RC巻き 1325 900 0.95

帯鉄筋
補強材

補強範囲
無補強区間

a' a' /d

軸方向鉄筋
（最外縁）試験体

名称

断面寸法
b×D

有効高さ
d

せん断スパン
a a/d

表－１ 試験体緒元 
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2. 実験概要 
2.1 試験体 

試験体の諸元を表－１に，試験体の配筋および補強概

要図を図－２に示す。試験体は無補強試験体（試験体 A）

を基準試験体とし，補強量と補強範囲を変えた試験体（試

験体 B, C）の計 3 体とした。試験体の寸法は，既設 RC

橋脚の 1/6 程度とし，断面寸法は，幅 250mm×高さ

1000mm，帯鉄筋比を同等程度とした。また，実構造物の

曲げせん断耐力比（Vyd/Vmu：部材のせん断耐力(Vyd)と柱が

曲げ耐力に達するときのせん断力(Vmu)の比で，以降，耐

力比という。）は 0.7 程度であるが，確実にせん断破壊さ

せるために，無補強試験体の耐力比を 0.5 程度とした。

なお，柱の耐力比の計算に用いたせん断耐力(Vyd)は，既

往の評価式 3) 4)により算出したコンクリートが受け持つ

せん断耐力(Vcd)と柱の内部に配置したせん断補強鉄筋が

受け持つせん断耐力(Vsd)の和とした。 

RC 巻きで補強した試験体 B は，せん断破壊型から曲

げ破壊型へ移行させることを踏まえ，破壊形態がせん断

破壊と曲げ破壊の境界を想定した補強後の耐力比を 0.8

程度に設定した。補強後の耐力比の算出にあたっては，

無補強区間(a’)を仮想せん断スパン 5)として，Vcd を算出

して求めた。その結果，a’は 1525mm，a’/d は 1.61 とな

った。 

 RC 巻きで補強した試験体 C は，曲げ破壊先行型の破

壊形態となるよう補強後の耐力比を1.4程度に設定した。

その結果，a’は 900mm，a’/dは 0.95 となった。 

また，補強部については，文献 5)を基にせん断補強鋼

材を断面高さ h の 1/2 より広げて配置する区間（拡大区

間）を有する補強 RC 部材のせん断耐力の算出方法を参

考に補強量を算出した。補強量算出の考え方を図－３に

示す。せん断耐力算定上の仮想支持点を躯体フーチング

面とし，この仮想支持点から相対する柱面のせん断補強

鋼材 1 段目に対して直線を描き，その交点をせん断耐力

算定上の仮想せん断スパンとし，仮想せん断スパン内で

コンクリートが負担するせん断耐力 Vc1 およびその区間

に配置されるせん断補強鋼材と断面内に配置した帯鉄筋

が負担するせん断耐力 Vs1 を算出し，せん断補強鋼材 1

段目のせん断耐力 Vy1を式(1)により算出する。 

Vy1=Vc1+Vs1               (1) 

次に，仮想支持点をせん断補強鋼材 2 段目，3 段目と

上げて，再度，仮想せん断スパンを設定し Vy2および Vy3
を式(2)，(3)により算出する。 

Vy2=Vc2+Vs2+Vsr1             (2) 

せ
ん
断
ス
パ

ン
Ｌ

載荷位置

Vy1

Vy2

Vy3

Vy4
Vy5

仮想支持点

              図－３ 補強量算出の考え方 

セメント

(kg/m3)

水

(kg/m3)

水セメント比
(%)

細骨材(1)

(kg/m3)

細骨材(2)

(kg/m3)

粗骨材

(kg/m3)

混和剤
(%)

241 195 81.0 661 169 979 2.41

表－２ コンリートの配合 

細骨材(1)：陸砂  細骨材(2)：砕砂  粗骨材：砕石  混和剤：AE 減水剤 

図－２ 試験体の配筋および補強概要図 

(a) 無補強試験体Ａ (b) ＲＣ巻き補強試験体Ｂ (c) ＲＣ巻き補強試験体Ｃ 

載荷位置 
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Vy3=Vc3+Vs3+Vsr1+Vsr2           (3) 

以降は仮想支持点を，全ての補強鋼材が仮想支持点に

なるまで計算を繰り返し，Vy1～Vyn のせん断耐力を算出

する。せん断耐力 Vyは Vy1～Vynの一番小さい値とする。

本試験体の補強帯鉄筋量は Vy1 が最小となるように配筋

量を決定した。その結果，試験体 B の補強部のせん断補

強鉄筋は D22(SD345)を 120mm ピッチ，試験体 C のせん

断補強鉄筋は D22(SD345)を 150mm ピッチで配置した。 

また，使用したコンクリートの配合を表－２に示す。

コンクリートの設計基準強度は 21.0N/mm2 とした。 

RC 巻き補強試験体の作製においては，既設 RC 橋脚部

を打設後，表面処理を実施せずに 6 日後に補強部のコン

クリートの打設を行った。その後 28 日間養生を行い，試

験を実施した。 

このように，柱基部を除いた上部のみを部分的に補強

することで，せん断ひび割れが剛性変化点を指向し，仮

想のせん断スパンを小さくすることで，せん断耐力を向

上させるようにした。 

2.2 載荷方法 

正負交番載荷試験の載荷装置概要図を図－４に示す。

軸方向圧縮応力度は補強を想定した既設 RC 橋脚の軸力

を算出し，0.58N/mm2 を鉛直ジャッキにより柱頭部に与

えた。軸力を一定に与えた状態で，アクチュエーターに

より水平荷重を載荷した。水平荷重載荷位置は柱下面か

ら載荷板中心距離 2375mm（図－２）とした。載荷位置

は，全試験体とも同じである。載荷は，載荷位置での水

平変位が部材変形角 1/400，1/300，1/200，1/100，1/75…

となる変位を求め，各載荷サイクルを設定した。各サイ

クルでの繰り返し回数は 3 回とした。また，すべての試

験体において，既設 RC 橋脚部の軸方向鉄筋，せん断補

強鉄筋，補強部のせん断補強鉄筋にひずみゲージを設置

し，発生ひずみを測定した。 

 

3. 実験結果 
各試験体に使用したコンクリートと鉄筋の材料試験

結果を表－３に示す。柱および補強コンクリートの f’ck
は，載荷試験当日に行った試験結果である。また，これ

らの材料試験結果をもとに算出した各試験体の耐力比の

計算結果および実験結果を表－４に示す。 

3.1 各試験体の損傷状況および荷重と水平変位の関係 
各試験体の最大荷重時と試験終了時の写真および荷

重と水平変位の関係を図－５～図－７に示す。 

3.1.1 無補強試験体 A 
無補強試験体 A は，図－５(a)，(b)に示すとおり，載

荷に伴い，曲げひび割れが発生し，曲げひび割れの一部

が載荷点から載荷点の反対側の基部を結ぶ斜めひび割れ

へ進展し，斜めひび割れのひび割れ幅が大きくなり，荷

重が急激に低下し，破壊した。この時，軸方向鉄筋は降

伏していなかった。破壊状況からせん断破壊と判定した。

また，図－５(c) に示すように，最大荷重に達すると急

激に荷重が低下した。 

荷重P

軸方向圧縮力
0.58N/mm2

負側 正側

図－４ 載荷装置概要図 

せん断耐力

V cd(kN)

せん断耐力

V sd(kN)

せん断耐力

V yd(kN)

補強

せん断耐力

V' yd(kN)

補強前 補強前 補強前 補強後 補強前 補強後

無補強Ａ 376.3 493.0 188.5 64.5 253.0 ― 0.51 ― ― 367.5 ―

RC巻きＢ 384.8 515.6 210.7 64.5 275.2 417.7 0.53 0.81 430.5 443.3 17.0

RC巻きＣ 389.2 528.1 218.9 64.5 283.4 743.2 0.54 1.41 411.8 549.5 13.5

最大荷重

P uexp

(kN)

降伏変位

δ yexp

(mm)

試験体

名称

計算値 実験値

降伏耐力

P y

(kN)

曲げ耐力

P u

(kN)

耐力比

V yd/V mu

降伏荷重

P yexp

(kN)

表－４ 各試験体の耐力比の計算値と実験値 

 

試験体

名称

柱コンク

リート f' ck

(N/mm
2
)

補強コンク

リート f' ck

(N/mm
2
)

軸方向鉄筋

f sy

(N/mm
2
)

既設帯鉄筋

f sy

(N/mm
2
)

既設帯鉄筋

降伏ひずみ

(μ)

補強帯鉄筋

f sy

(N/mm
2
)

補強帯鉄筋

降伏ひずみ

(μ)

無補強Ａ 15.8 - 408.0 370.0 2009 - -

RC巻きＢ 20.1 24.6 408.0 370.0 2009 363.0 2030

RC巻きＣ 22.6 28.2 408.0 370.0 2009 363.0 2030

表－３ 材料試験結果 
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3.1.2  RC 巻き補強試験体 B 

RC 巻き補強試験体 B は，図－６(a)，(b)に示すとお

り，無補強部上端から基部へ伸びる斜めひび割れが拡大

し，無補強区間の半分の高さ付近で斜めひび割れが交差

した。載荷を続けると，無補強部における内部コンクリ

ートの損傷が大きくなり，荷重が低下して無補強部で破

壊した。補強部では，無補強部から補強部へ進展するひ

び割れが補強部高さ 50mm 程度まで発生した。その後載

荷を続けると，補強部高さ 250mm までひび割れが分散

して発生していたが，補強部下端から高さ 250mm より

上側においては，ひび割れの発生はみられなかった。 

荷重と水平変位は，図－６(c)に示すとおり，軸方向鉄

筋が降伏した後，次のサイクル時に最大荷重に達し，破

壊した。よって，破壊形態は，曲げ降伏後のせん断破壊

と判定した。 

3.1.3 RC 巻き補強試験体 C 
RC 巻き補強試験体 C は，図－７(a)，(b)に示すとお

り，無補強区間においては，RC 巻き補強試験体 B と同

様のひび割れ発生状況を示し，無補強部のみで変形が生

じ，その後，載荷を続けると，無補強部で破壊に至った。

補強部では，部材変形角 1/300 となる変位 7.92mm の負

側載荷時に，補強部下端から高さ 500mm 程度の位置に

水平方向へ進展するひび割れが発生した。その後載荷を

続けると，無補強部から補強部へ進展する斜めひび割れ

が分散して発生した。補強部下端から高さ 750mm より

上側においては，無補強部から補強部へ進展するひび割

れの発生はみられなかった。 

荷重と水平変位は，図－７(c)に示すとおり，軸方向鉄

筋が降伏し，2 サイクル後に最大荷重に達した後，荷重

が急激に低下し，破壊した。よって，試験体 C は，計算

上の曲げ最大荷重後に破壊する曲げ降伏後のせん断破壊

（文献 6)）と判定した。 

3.2 荷重と水平変位の包絡線 

各試験体の荷重と水平変位関係の包絡線を図－８に

示す。図中の○点は，正荷重載荷時の降伏点を示してい

る。無補強試験体に比べ，補強範囲が大きい試験体ほど

最大荷重が大きくなり，柱の降伏耐力を保持しているこ

とが確認できる。今回設定した RC 巻き補強試験体は，

いずれもせん断耐力は増加し軸方向鉄筋は降伏したが，

破壊形態は，変形性能を有する曲げ破壊型にはならなか

(a) 最大荷重時 (b) 試験終了 

図－６  ＲＣ巻き強試験体Ｂの損傷状況 

および荷重と水平変位関係 
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(c) 荷重と水平変位の関係 (c) 荷重と水平変位の関係 

(a) 最大荷重時 (b) 試験終了 

図－５  無補強試験体Ａの損傷状況 

および荷重と水平変位関係 
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った。 

3.3 補強部のせん断補強鉄筋ひずみ 
3.1 および 3.2 の結果を踏まえると，RC 巻き補強試験

体は，軸方向鉄筋が降伏した後せん断破壊する破壊形態

を示したが，変形性能を有する曲げ破壊型にはなってい

なかった。そこで，せん断耐力の見直しを行うこととし

た。せん断耐力の算出には，仮想せん断スパンの値が影

響する。文献 5)では，部材の計算上のせん断耐力と部材

が曲げ耐力に達するときのせん断耐力の比（以下，部材

の計算上のせん断余裕度という。）が 1.1 のときに部材じ

ん性率 μ が 3 程度になるとある。試験体 C は，部材の計

算上のせん断余裕度は 1.4 程度であったが，部材じん性

率は 3 に満たず，変形性能は低かった。仮想せん断スパ

ンの見直しにあたって，補強部のせん断補強鉄筋ひずみ

の発生状況を確認することとした。正側の最大荷重時に

おける補強部のせん断補強鉄筋のひずみの値を図－９に

示す。 

RC 巻き補強試験体 B，C では，補強部におけるせん断

補強鉄筋のひずみは，最大約 700μ の応答であり，降伏ひ

ずみ（2,030μ）に達している箇所はなかった。また，正側

の最大荷重時における補強部のせん断補強鉄筋の引張ひ

ずの最大値はそれぞれ 631μ，692μ であり，補強部の下側

で発生していた。また，補強断面高さに対して下側半分

にのみ，ひずみの応答が発生しており，上側においては，

ほとんどひずみは発生していなかった。 

 

4. 実験結果からの考察 

無補強試験体は，せん断耐力の計算値と実験値に差異

がみられた。そこで，全試験体において，せん断耐力算

定に影響するせん断補強鉄筋量について再検討すること

とした。また，補強試験体については，仮想せん断スパ

ンの見直しを行った。せん断補強鉄筋量の見直しにあた

っては，既設 RC 橋脚部に生じた斜めひび割れと交差し，

かつ最大荷重時に降伏ひずみに達している既設せん断補

強鉄筋の本数を考慮することとした。 

4.1 無補強試験体の再評価 
 無補強試験体では，せん断スパン内のせん断補強鉄筋

6 本が降伏していた。そこで，6 本の既設せん断補強鉄筋

図－８ 各試験体の荷重と水平変位関係の包絡線 
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図－９ 正側の最大荷重時における 

補強部のせん断補強鉄筋の引張ひずみ 

(a) 試験体Ｂ  (b) 試験体Ｃ 

(a) 最大荷重時 (b) 試験終了 

(c) 荷重と水平変位の関係 

図－７  ＲＣ巻き強試験体Ｃの損傷状況 

および荷重と水平変位関係 
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を考慮して Vsd を求めた。算出結果を表－５に示す。再

検討の結果，実験値 367.5kN に対し，計算値 328.9kN と

なり，比率は 1.12 程度となった。 

4.2 補強試験体の再評価 
当初，補強試験体におけるせん断スパンは，無補強区

間を仮想せん断スパンと設定し，補強後のせん断耐力の

算出を行った。表－４に示すように，破壊形態を想定し

た耐力算出値と実験による最大値はほぼ妥当に評価でき

ていると考えられる。しかし，破壊状況から変形性能を

有する曲げ破壊型にはなっていなかったことから，せん

断耐力の算出に影響を与える仮想せん断スパンの値を見

直した。仮想せん断スパンの値は，試験体のひび割れ発

生状況および補強部のせん断補強鉄筋のひずみの発生状

況から求めた。本稿では，補強部のせん断補強鉄筋のひ

ずみの値が 100μ 以上発生している箇所を無補強区間と

みなし，100μ 以上のひずみが発生している補強部のせん

断補強鉄筋位置から柱下面までを仮想せん断スパンとし

た。また，無補強試験体同様，最大荷重時に降伏ひずみ

に達している既設せん断補強鉄筋の本数を考慮して Vsd
を算出した。補強試験体におけるせん断耐力見直し後の

計算結果を表－５に示す。表－５より，再評価の結果，

試験体 B は耐力比 0.8，試験体 C は耐力比 0.9 程度とな

った。試験体 C の耐力比も 1.0 を切る結果となったが，

実験結果を踏まえると今回の試験体のせん断耐力につい

ては，見直し後の値がより妥当に評価できていると考え

られる。よって，変形性能を有する完全な曲げ破壊型へ

移行するには，無補強区間を設ける範囲によっては，せ

ん断補強鉄筋量や仮想せん断スパンなど再評価による検

討も必要と考えられる。 

 

5.まとめ 

壁式 RC 橋脚を対象とし，地中部を除いた部分の補強

を行うことで耐震性能を向上させることを目的とし，橋

軸直角方向のせん断耐力を増加させ，せん断破壊型から

曲げ破壊型へ破壊形態を移行させることを検討した。今

回実施した試験の範囲内で得られた知見を以下に示す。 

(1) 無補強区間を基部から 1.0D程度以上とした試験体 

 

では，曲げ降伏後のせん断破壊型には移行できたが，

変形性能を有する曲げ破壊型にはならなかった。 

(2) 実験結果を基にせん断補強鉄筋量や仮想せん断ス

パンの見直しを行い，補強後のせん断耐力の再計算

を行った結果，実験による破壊形態を評価するにあ

たり，変形性能を有する曲げ破壊型へ移行するには，

無補強区間を設ける範囲によっては，せん断補強鉄

筋量や仮想せん断スパンなど再評価による検討も

必要と考えられる。 

 

今後は，さらなる実験の実施や解析等を行うことによ

り，所要の耐震性能を満足できる橋脚基部の補強（無補

強範囲や補強量，耐力の算出方法）について，検討を進

めていきたい。 
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実験値

当初 見直し 当初 見直し 当初 見直し 当初 見直し

無補強Ａ 1575 ― 950 6 1.66 ― 253.0 328.9 0.51 0.67 367.5

RC巻きＢ 1525 1575 950 3 1.61 1.66 417.7 410.5 0.81 0.80 443.3

RC巻きＣ 900 1400 950 2 0.95 1.47 743.2 452.2 1.41 0.86 549.5

a'/d
せん断耐力

V' yd (kN)

耐力比

V' yd/V mu

最大荷重

P uexp

(kN)

考慮した既設

せん断補強

鉄筋本数

(本)

試験体

名称

仮定せん断

スパン

a(mm)
有効高さ

d(mm)

計算値

表－５ 各試験体のせん断耐力見直し後の計算結果 
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